
 

 

平成２ ８ 年度 一般財団法人ふく し ま建築住宅センター事業報告 

 

                                            自  平成２８年４月 １日 

                         至  平成２９年３月３１日 

 

 総務省の年次経済財政報告によれば、平成28年度の我が国経済は、雇用・所得環境が改

善し、一部に弱さがみられるものの、緩やかな回復基調が続いており、他方で世界の経済

の情勢をみると、米国のトランプ政権下で保護主義的な貿易外交政策が示され、また英国

ではＥＵ離脱が支持されるなど世界経済の先行き不透明感がさらに高まっているとされて

おります。 

また、日銀福島支店の福島県金融経済概況４月分の報告によれば、県内の経済状況は、

震災からの復旧・復興へ向けた取り組みが続く中で、公共投資・住宅投資は高水準で推移

し、設備投資は企業業績が高水準にある中、堅調に推移しており、個人消費も良好な雇用

・所得環境などを背景に緩やかに持ち直しつつあると見込まれているとされております。 

 

 このような経済状況を受け、景気への波及効果が大きいとされる平成28年度の県内新設

住宅着工戸数は、復興関連需要を背景に堅調な水準で推移しており、前年度着工戸数16,609

戸を1,148戸上回る17,757戸となっておりますが、平成29年度は、被災者の自立の加速化が

促進される一方で、災害公営住宅の整備事業などが終了するなど、建設戸数の伸びも次第

に落ち着く方向へ推移することが予想されます。 

 

平成 28 年度のセンターの主な事業である確認審査検査申請件数は、対前年度比、約 6.4

％減の 13,989 件となったところですが、手数料収入額は、平成 27 年度まで実施してきた

被災住宅に係る手数料全額免除の取扱いを平成 28 年度から 1/2減免に変更したこともあり、

対前年度比、約 4.7％増の 317,932 千円となりました。 

一方、平成 28 年度事業の特徴としては、復興関連事業に適用された住宅性能評価業務

が、前年度をこえる大きな伸びを示し、収入額が対前年度比、約 209％増の 131,588 千円

となり、センター全体の収益を大きく伸ばす結果となりました。 

これらのことから、平成 28 年度末正味財産の残高もこれまで目標としていた額を超え

て、一定の経営基盤もできたこの機会に、将来の設備投資等に備える特定資産を増額した

いと考えております。 

 

しかしながら、復興需要の落ち着きなどによる確認審査検査件数の減少が予想される中

で、今後の業務シェアの維持拡大が喫緊の課題となっております。 

 取扱業務シェアの確保については、窓口や審査での対応はもとより、事業者訪問や当セ

ンターが開催する講習会・セミナー等を通して、確認検査業務の「ワンストップサービス」

等による当センターの利便性を積極的に周知するとともに、新たに取り扱う住宅瑕疵保険

のＰＲなどを積極的に行い、維持拡大に努めてまいります。 

 

 次に、公益目的事業である「安全・安心なすまいまちづくり支援事業」につきましては、

利用者の皆様のご意見・ご要望を取り入れながら講習会・セミナーを県内各方部で実施し

て、好評を得てまいりました。 

センターは、これまでも利用者の皆様に対し迅速・丁寧な対応を心がけてまいりました

が、今後とも安心してご利用いただけるよう適切な業務の執行を進めてまいります。特に

利用者に身近な住宅等の確認業務については「正確に、速く、分かりやすく」をモットー

に審査日数の短縮に努めてまいります。 



 

 

  

 

 平成 28 年度 新設住宅着工戸数（平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月  国土交通省） 

 平成 28 年度 （戸） 平成 27 年度 （戸） 前年度増減比 

全   国 ９７４，１３７ ９２０，５３７ 5.8％ 

東   北 ６３，２６１ ６４，００１ △1.2% 

福 島 県 １７，７５７ 

 

１６，６０９ 6.9％ 

 

 

 

 

１ 確認検査業務 

 

  建築基準法に基づく指定確認検査機関として、建築物、建築設備及び工作物の確認 

・検査業務を公正かつ的確に行いました。 

  確認申請件数は、前年度比、１０．９％減、６，６５９件、検査申請件数は、前年度

比、１．９％減、７，３３０件となりました。 

  また、確認・検査収入額は前年度比、４．７％増、３１７，９３２千円となりまし 

た。 

 

１）確認・検査申請件数 

    （全体申請件数） 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

確認申請件数 ６，６５９ ７，４７３ △10.9％ 

検査申請件数 ７，３３０ ７，４７２ △1.9％ 

計 １３，９８９ １４，９４５ △6.4％ 

収 入 額  （千円） ３１７，９３２ 

 

３０３，５２８ 4.7% 

 

（注）収入額は、建築確認・検査を合わせた額である。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

〈事務所毎の確認・検査取扱い件数内訳〉 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

県北事務所 ４，２７０ ５，０５７ △15.6％ 

県中事務所 ５，１６６ ５，１１４ 1.0％ 

いわき事務所 ３，２９１ ３，４６４ △5.0％ 

会津事務所 １，２６２ １，３１０  △3.7％ 

計 １３，９８９ 

 

１４，９４５ △6.4％ 

 

 

 

２）災害に伴う確認検査手数料減額取扱い件数 

 

    被災者の復興支援を図るため、確認検査手数料規定額の 1/2 の減免を行いました。 

 

① センターの減免状況（確認・検査の件数及び手数料）       

 
平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

住 宅 

件数（件） １，９８５ ２，９１６ △31.9% 

金額（千円） ２１，９１３ ６３，３３１ △65.4% 

一 般 

件数（件） １７６ ３５５ △50.4% 

金額（千円） ２，３６４ ２，６４２ △10.5% 

計 

件数（件） ２，１６１ ３，２７１ △33.9% 

金額（千円） ２４，２７７ ６５，９７３  △63.2% 

            

※平成 28 年度から、住宅の確認検査手数料については、それまでの全額免除から 1/2 減免

へ変更しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

②  災害減免に対する国庫補助    （H28 年度の補助対象期間＝H28.3～H29.2）  

                               

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

住 宅 

件数（件） ２，１１１ ２，９２１ △27.7% 

金額（千円） ２２，０８６ ３２，１１４ △31.2% 

一 般 

件数（件） １７９ ３５７ △49.9% 

金額（千円） ２，２８８ ２，８７９ △20.5% 

計 

件数（件） ２，２９０ ３，２７８ △30.1% 

金額（千円） ２４，３７４ ３４，９９３ △30.3% 

  

※集計の対象期間にずれがあるため、①と②の金額が一致しません。 

 

 

２ 住宅性能評価業務 

 

  住宅の品質確保の促進に関する法律に基づく登録住宅性能評価機関として、戸建て住 

宅と共同住宅における設計住宅性能評価及び建設住宅性能評価の業務を行いました。 

  性能評価業務は、災害復興公営住宅の整備事業の本格化に伴い、設計住宅性能評価・

建設住宅性能評価ともに件数が大幅に増加し、収入額は前年度比、２０９％増の１３１，

５８８千円となりました。 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

設計住宅性能評価（戸） １，０５５ ５２３ 102％ 

建設住宅性能評価（戸） ９３４ ２０８ 349％ 

収 入 額 （千円） １３１，５８８ 

 

４２，５９６ 209% 

 

 

 

３ 独立行政法人住宅金融支援機構との業務協定に基づく業務 

 

１）適合証明業務 

 

   住宅ローンの証券化支援事業に係る、新築住宅及び既存住宅の設計検査・現場検査

の適合証明業務を行いました。 

   適合証明件数は、前年度比、３４．１％増、１，２８７戸、収入額は３７．０％増、 

２０，００１千円となりました。                       



 

 

          

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

証券化支援事業 （戸） １，２８７ ９６０ 34.1% 

収 入 額  （千円） ２０，００１ 

 

１４，６０９ 37.0% 

 

 

 

２）災害復興住宅融資等現場審査業務 

  

   災害復興融資住宅に係る建設、購入、リ・ユース等の工事審査業務を行いました。 

   工事審査業務件数は、前年度比、３０．１％減、１０７戸、収入額は、３７．０％ 

減、２，０２８千円となりました。 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

現場検査業務    （戸） １０７ １５３ △30.1％ 

収 入 額  （千円） ２，０２８ 

 

３，２４３ △37.0％ 

 

 

 

４ 住宅瑕疵担保責任保険業務 

 

  住宅保証機構(株)の県内唯一の統括事務機関として、同機構の「まもりすまい保険」 

を取扱っております。 

  その結果、保険契約取次戸数は、前年度比、９．４％減、２，７９８戸、収入額は、 

１４．７％減、４６，２５５千円となりました。 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

保険契約取次戸数（戸） ２，７９８ ３，０８７ △9.4% 

収 入 額  （千円） ４６，２５５ 

 

５４，１９８ △14.7％ 

 

   

 

 

 

 



 

 

５ 長期優良住宅技術審査業務 

 

１）長期優良住宅技術審査業務 

 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく登録住宅性能評価機関として、 

適合証を発行するための技術審査業務を行いました。 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

申 請 件 数  （戸） １５８ １８８ △16.0％ 

収 入 額 （千円） ６，１０４ 

 

６，７１４ △9.1% 

 

 

２）長期優良住宅化リフォーム技術的審査業務 

 

長期優良住宅化リフォーム推進事業「評価基準（２）」に応募し採択された提案者 

  に対して、交付申請に必要な適合確認書発行のための技術的審査を行っておりますが、

昨年度に引き続き実績はありませんでした。 

 

 

６ 低炭素建築物新築等技術審査業務 

 

  都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく登録住宅性能評価機関として、適合証 

を発行するための技術審査業務を行いました。 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

申 請 件 数 （戸） ７ １４ △50％ 

収 入 額 （千円） ２２８ ４９０ △53.5％ 

 

 

 

 

７ 「すまい給付金」制度に係る業務 

 

１）現金取得者向け新築対象住宅証明書の発行業務 

登録住宅性能評価機関として、住宅ローンを利用せずに新築住宅を取得する場合の 

「新築対象住宅証明書」の発行業務を行いました。 

 



 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

申  請 件 数  （戸） ３６ ３６ 0％ 

収 入 額 （千円） １，２０９ １，２８８ △6.1％ 

 

２）保険法人検査実施確認書発行業務 

 

住宅ローンおよび現金で取得する新築住宅で、すまい給付金制度を利用する場合 

は、住宅瑕疵担保責任保険法人により保険と同等の検査がされた住宅が条件となるこ 

とから、住宅保証機構(株)の統括事務機関として、「保険法人検査実施確認書」を発 

行するための現場検査業務を行いました。 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

申 請 件 数  （戸） ３２ １８ 77.8％ 

収 入 額 （千円） １，２８１ ９４６ 35.4％ 

 

３）すまい給付金申請受付業務 

 

すまい給付金の申請方法が、事務局に直接郵送申請、又は窓口申請となることから、 

住宅保証機構(株)の統括事務機関として「すまい給付金申請」受付業務を行いました。 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

申 請 件 数  （戸） ８３４ ６７３ 23.9％ 

収 入 額 （千円） ３，１３４ ２，５４７ 23.0％ 

 

 

４）すまい給付金申請サポート業務 

 

すまい給付金の利用者に対して、住宅保証機構(株)の統括事務機関として給付金申

請に係る申請サポートセンター業務も合わせて行いました。 

 

 平成 28 年度 平成 27 年度 前年度増減比 

申 請 件 数  （戸） ２７ ５５ △50.9％ 

収 入 額 （千円） ７３ １４８ △50.7％ 



 

 

 

８「福島県省エネルギー住宅改修補助事業」に係る業務 

 

福島県との協定に基づき、県の新規事業である「平成 28 年度福島県省エネルギー住

宅改修補助事業」の実施事業者として、事業の広報・補助対象者の募集・補助金交付申

請書の審査・補助金額の確定・実施報告書の確認・補助金の支払いまでの一連の事務を

平成 28 年 11 月 21 日から開始しました。 

 

(千円) 

 平成２８年度 

予 算 実 績 平成 29 年度への繰越 

 

事 業 費 

  

５０，７１５（52 件） 

 

２０，３２２(25 件) 

   

３０，３９３（27 件） 

 

事 務 費 

 

６，２７５．88 

 

６，２７５．88 

 

０ 

 

合  計 

 

５６，９９０．88 

 

２６，５９７．88 

 

３０，３９３ 

 

※繰越分は、平成２９年５月３１日までに完了する予定です。 

 

 

 

９ 安全・安心なすまいまちづくり支援事業 

 

 センター設立以来、公益事業として実施しておりました講習会の開催や住宅相談・ま

ちづくり支援事業につきまして、一般財団法人移行後の公益目的事業である「安全・安

心なすまいまちづくり支援事業」として行いました。 

 

１）講習会開催及び他団体等への講師派遣の推進 

 

   県民の皆様が安全で安心して暮らせる建築物の提供に携わる事業者や建築士を対象 

として、関係団体への講師派遣を行いました。 

ア 講習会開催 

   ○建築確認申請セミナー 

     平成 28 年 4 月 20 日（水）      開催地  南相馬市  参加者 48名 

     平成 28 年 4 月 25 日（月）      開催地  福島市   参加者 96名 

     平成 28 年 5 月 17 日（金）      開催地  いわき市  参加者 70名 

平成 28 年 5 月 19 日（木）      開催地  郡山市   参加者 38名 

平成 28 年 5 月 24 日（火）      開催地  会津若松市 参加者 60名 

平成 28 年 5 月 26 日（木）      開催地  白河市   参加者 40名 

平成 28 年 5 月 30 日（月）      開催地  南会津町  参加者 14名 

 

   ○ふくしま地域住宅セミナー 

平成 29 年 2 月 15 日（水）      開催地  福島市   参加者 46名 

平成 29 年 2 月 20 日（月）      開催地  いわき市  参加者 39名 

平成 29 年 2 月 23 日（木）      開催地  郡山市   参加者 39名 



 

 

 

イ 関係団体への講師派遣 

   ○「住宅省エネルギー基準勉強会」（建築士会各支部様） 

      平成 28 年 6 月 15 日（水）         開催地 いわき市 

     平成 28 年 7 月 29 日（金）         開催地 田村市 

平成 28 年 8 月 5 日（金）          開催地 伊達市 

平成 28 年 8 月 25 日（木）         開催地 喜多方市 

平成 28 年 10 月 28 日（金）         開催地 南相馬市 

平成 29 年 1 月 15 日（金）         開催地 会津若松市 

平成 29 年 3 月 7 日（火）          開催地 南会津町 

○「県大工業協会青年部勉強会」（県建築大工業協会様）     

平成 28 年 9 月 9 日（金）       開催地 福島市 

     ○「住宅省エネルギー基準勉強会」（全建総連福島様）    

平成 29 年 1 月 17 日（火）      開催地 福島市 

     ○「宅地建物取引主任者法定講習会」 （（公財）福島県宅地建物取引業協会様） 

 計 3 回              開催地  郡山市    

 

 

２）「住まいるネットワークふくしま」の活動 

 

  震災復興に貢献する観点から、平成 25 年 8 月に復興支援対策や技術力の向上など、住 

宅事業者の方々に技術情報の提供を目的として「住まいるネットワークふくしま」を設 

立し、現在、約 842 の事業者の方々に会員登録をしていただきました。 

  会員の方々には、住情報提供を行うほか、確認申請プログラムの無償提供や、「まも

りすまい保険」利用にあたって一定の品質向上を図る場合には、団体割引料金等を適用

しております。また、会員登録をいただいた事業者の皆様を対象として、建築確認申請

書の作成要領と申請上の留意点をわかりやすく解説する講習会や、県から講師を招いて

の講演会・意見交換会を平成 28 年度は事務所毎に開催いたしました。 

 

・確認申請プログラムの無償提供に伴う操作説明会   会津若松市で実施 

 

 ３）「公益目的財産額」支出後の公益事業に係る支出額 

平成２７年度 ６，８３９，８４８ 円 

平成２８年度 ３，２８５，８６２ 円 

平成２９年度 １，０８２，０００ 円 (計画) 

 

１０ 建築統計に関する受託事業 

 

  福島県より建築動態統計補助事務を受託しました。 

 

  ・委託期間   平成 28 年４月１日 ～ 平成 29 年３月 31 日 

   ・事務範囲   建築動態統計調査事務のうち、建築工事届及び建築物除却届より建築

着工統計調査表及び建築物除却統計調査票への転写を行う。 


